












































































































































































































































































































































































































環　　境 条　　件 学　　界 動　　向
経　済　（技術，市場，産業
¥造，産業組織）労働需給 　政　治・社　会i政権，運動，国際状況） 研　究・論　争 社会政策関係学会i共　　通　　論　　題）
備　　　　　　　考











金融緊急措置令（2．17） 吉田内閣（第1次）成立 東大社研設置（8．24） （生活水準と日本経済） ＊　「5項目」　（婦人参政権，労働組
物価統制令（3．3） 食糧メーデー（5．19） 協調会解散（7．9） 一長期経済計画一（11） 望合の促進，教育自由化，圧制・専
第ユ次農地改革（2） 中国の全面的内戦開始（7．12） 麟制除去，経済機構の民主化）
第2次農地改革（10） 戦後初の総選挙（4．10） 「重産協」→「日産協」（21．8） 昭和「傾斜生産方式」閣議決定 同友会と関経協が経済復興会議参加
（12．27） ＊同一労働同一賃金（仕事の重要度， 21
炭坑管法案（12．8） 国際化に応じた賃金制度）
〈傾斜生産と産業復興〉 〔新憲法施行〕 〈実証研究の唾壷〉 中央労働学園開校 「戦前基準」：1934～36




















1 主婦連結成（9） ＊GHQ（キレン・ヘプラー）「労働 23
ベルリン封鎖（4） 組合の現状」，「労働協約」，「スト
ILO87号条約 中止」などにつき声明，勧告を発表（48．10～50．4）






年計画）（5） 三鷹事件（7．29） 山中「労働組合と社会政策」 ～36年水準に回復」と発表 昭和産業合理化に関する件 行政機関人員整理（6．1） 福武「日本農村の社会的性格」 ＊総同盟産別民間，国鉄で結成
（産構審発足12） ICFTU結成（12．7） 「賃金制度改善について」（8） 24
ILO「男女同一労働同一賃金」
〈「特需」景気〉 「レッド・パージ」（6～7） 末弘「日本労働組合運動面」 「社会政策学会」創立 経済白書（安定計画下の日本経済）






政令325号「占領目的阻害行為処「日本労働法学会」創立（10．27） （社会政策と賃金，日本労働の封 労働省「けい肺対」策審議会（4．1） 25罰令」（10） 建性，社会政策と社会政策と社 ＊非組合員の範囲（協約適用上の特
会事業，失業問題） 例）など







企業合理化促進法（3．14） IMF（日本加盟）（5．29） 大河内「社会政策の経済理論」 （窮乏と生活水準，労使関係と社 経済白書（独立日本の経済力）











懸盤蝋懸 （朝鮮休戦協定）（Z10）内灘闘争開始（6～7） 岩波「日本資本主義講座孤）ｷ田，吾妻，近藤「体系労働判例@総覧1－IV」（53．6’》） 「賃金・生計費・生活保障」（第1集）i日本の賃労働における封建性Y業合理化と労働問題） 経済白書（自立経済達成の諸条件）J働白書（経済規模の拡大鈍化と労@働経済の回復水準）
発足（12．9） 日経連「職務給の研究」（53’》55） 昭和? （「日本型，日本的」労働論）
28

















「経済立5千年計画」（12．23）「新長経済計画」（57．12） 自民党（保守合同）結成（11．15）社会党統一大会（10．13） （国民生活の窮乏化と社会政策わが国戦後10年の労働組合） 経済成長率10．8％1956「経済白書」（’も早や戦後では
昭和GATT加盟承認（6）（川崎市初の公害防止対策協） ない成長率10．8％（1955） 30年?
以降
?
（注）1．社会政策：労働法制（立法・司法），労働行政（占領政策）2．行政（法の具体化）：施行規則，解釈，監督，指導，計画，助成，給付（施設・情報提供）
出典：労働法制については「労働法全書」及び「労働行政史・第2巻」。労使団体については「日経連10年の歩み」，「総評10年史」。
